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はじめに

　現代日本の対外経済関係を分析する場合，どのような分析視角でおこなうべ

きか，あるいは時期区分をとのようにおこなうのかといった問題かある。さら

に日本の対外経済関係の分析において，日本経済を中心として分析する方法 ，

すなわち日本の再生産構造から対外関係の必要性を明らかにし，再生産構造に

反映する諸問題を解明するという方法かある。もう一つの方法は世界経済との

関連を中心にして日本の対外関係を分析する方法である。それは日本の対外経
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済関係は，世界経済の運動によっ て左右される側面と ，日本の対外経済関係に

よっ て世界経済の運動が変化しているような状況にな っていることを明らかに

することである 。

　従来の分析視角は，周知の名和統一に代表される方法カミあり ，吉村正晴に代

表される方法があ った。前老は，日本の対外関係は資本主義 ・帝国主義の弱い

環として国際的経済 ・世界経済関係により規定される，という考え方であり ，

後者は日本の再生産構造の矛盾 ・脆弱性が対外関係を規定するという考え方で

あっ たように思われる。両者の考え方の背景には，それぞれ国際的価値および

外国貿易の必要性の理論などの違いもあるが，共通しているのは日本の対外関

係を一つの「型」として提えていこうとする特徴をもっ ている。しかし今日の

世界経済の運動は，第２次世界大戦直後のアメリカ主導の状況から日本，西 ヨ

ーロッバなどの生産力発展によっ ていわゆる３極構造ともいうべき体制が形成

されつつある。あるいはソ 連・ 東欧諸国の経済混乱，発展途上国における経済

発展の分化 ・多様化など世界経済の状況は大きく異な ってきている。また日本

の経済構造は大きく変化し対外関係の状況も異な ってきている。世界経済の枠

組みの変化と日本の経済構造の転換は，従来の方法論では十分に論じえない状

況を示している。そこで改めて現代の日本の対外関係の特徴を分析し，経済学

の諸法則との関連を明らかにすることは，国際経済論 ・外国貿易論にとっ て重

要な課題であるであろう 。

　本稿では，現代日本の対外関係分析の準備作業として国際的経済論 ・外国貿

易論の基礎的理論と外国貿場との関連，およひ現代世界経済と外国貿易と関連

の分析視角を明らかにしようとするものである 。

２． 対外関係分析の理論的諸問題

１）外国貿易の原因

かつて資本主義にとっ て外国貿易はとのように位置つけるへきかということ
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で， いわゆる外国貿易の必然性論として論じられたことがあ った。資本主義貿

易はなに故に生じるのか，資本主義の再生産構造との関連はとのようであるの

か， あるいは国民経済にとっ て外国貿易はとのような思義をもっ ているのかと

いうことで議論があ った。この外国貿易の必要性を捉える際に重要なことは ，

資本主義の内的衝動としての外国貿易と ，世界経済，世界市場 ・国際分業関係

によっ て規定される外国貿易とを区別して考えるべきではないということであ

る。 資本主義の内的衝動としての外国貿易は，具体的には再生産構造との関連

て商品輸出入として現れるであろうし，世界市場 ・国際的分業に規定された貿

易は，再生産構造の転換あるいは商品輸入として生じることになるであろう 。

　資本主義国民経済は，世界市場の成立を前提として誕生したものであり ，資

本主義は生まれなからにして国際的分業　外国貿易か形成されているのてある 。

ここから資本主義外国貿易の原因は，資本主義成立以前の国際的分業 ・外国貿

易が資本主義貿易に転化することによる「歴史的性格」をもつ。しかし資本主

義か生まれなからにもつ国際的分業 ・外国貿易は，資本主義的性格に変わるこ

とによっ てその形態あるいは内容が変化することになる。すなわち資本主義の

再生産運動は固定的なものてはなく ，動的なものてある。資本主義以前の外国

貿易を受け継いだとしても ，資本主義の再生産運動によっ て資本主義的内容に

変えられていくことになる。それは資本主義的性格をもっ たもの，すなわち資

本主義の外国貿易の原理たとえぼ国際的価値の法則の適用を受けることになる 。

　したがって外国貿易の必要性の第１の原因は，資本主義以前の外国貿易によ

って形成される世界市場および国際的分業から生じるということになる。この

外国貿易は，資本主義の生産力発展とともに資本主義的性格に変わり ，資本主

義的外国貿易として展開する。資本主義的外国貿易は，世界市場 ・国際的分業

関係の再編を促していくことになる。第２の原因は，資本主義的生産は無政府

的・ 無計画的性格を有するかゆえに産業諸部門間およぴ産業諸部門内ての競争

か行われ，その結果は部門間およぴ部門内での発展の不均衡か生じることにな

る。 不均衡に発展した産業もしくは個別資本は国内市場のみならず世界市場に

まで進展しようとする。世界市場への進展すなわち外国貿易 ・輸出は，国際的
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競争関係において優位てなければならない。国際的競争関係において優位でな

い場合には，国際的価値を国民的価値にまで引き下げるか，あるいは国民的価

値以下にまで引き下げなければ輸出を行うことはできない。また不均衡に発展

した産業または個別資本は，国民経済において生産が「過剰」であるから外国

貿易を求めるのではない。ここでいう不均衡とは，生産と消費の乖離から生じ

るものであっていわゆる生産の絶対的過剰を意味しているのではなく ，外観的

には生産の相対的過剰を意味しているのである。すなわち外観的生産の相対的

過剰のもとで国際的競争力のある産業もしくは個別資本は，国内市場から世界

市場にまで進出していくことになる。第３の原因は，生産力発展の遅れた産業

部門は，世界市場を求めることはできず，逆に他の国民経済の産業部門もしく

は個別資本の進入を招くことになる。国民経済内においては生産力発展が遅れ

ている，または国際的競争力が小さい産業部門は，したがって外国の同一の産

業部門あるいは個別資本の進入すなわち輸入を招くことになる。世界市場ある

いは輸出を志向する産業部門あるいは個別資本は，不均衡発展の結果であると

表現したが，輸入を招くような産業部門は輸出部門と異な って発展の遅れた国

際的競争力の低い産業部門であるから，ここでは「逆の不均衡」部門というよ

うに表現する。また国民経済において「逆の不均衡」部門のみならず特産品 ・

自然品なとも国内において生産することか不可能な場合には，輸入を必要とす

るであろう 。輸入は，「逆の不均衡」の産業部門もしくは特産品 ・自然品であ

るということになる 。

　現代日本の対外関係の分析においてとりわけ外国貿易の問題においては，第

２次世界大戦以前の日本貿易の特質がどのように変化してきたのかということ

を明らかにしなければならない。すなわち日本の外国貿易，輸出 ・輸入におい

ては，戦前とは大きく異な った様相を示していることである。そこで具体的な

日本貿易分析においては，産業諸部門の生産力発展の状況，地域 ・商品別輸出

入状況，国際的競争力の問題なとの多面的分析を必要としよう 。こうした分析

を通じて外国貿易の必要性の実証的研究も可能になる 。

（１５０）
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　２）国際的分業と外国貿易

　外国貿易の必要性に関しては，以上のように３つの原因によっ て生じるとい

うことになる。しかしここでの外国貿易の原因は，決して固定的なものではな

い。 世界市場 ・国際的分業は常に変動するものであり ，ある国民経済の生産力

発展によっ て世界市場 ・国際的分業関係の再編も行われる。世界市場 ・国際的

分業関係の再編は，他の国民経済の資本制再生産構造に影響を及ぽし，場合に

よっ ては国民経済の再編を促す。国民経済の再生産費構造の再編は，産業部門

・個別資本の競争関係の変動をもたらすことになる。国民経済内部での競争関

係の変化は，輸出部門，輸入部門においての変化ももたらす。さらに生産力発

展が著しい産業部門あるいは個別資本は，世界市場に向げて進出することもあ

ろう 。このようにして世界市場 ・国際的分業関係の運動から国民経済内部での

再生産構造の再編が進展すれば，それはやがてふたたび世界市場 ・国際的分業

関係の再編を促す契機とな っていくということである。さらに世界市場 ・国際

的分業関係による国民経済の再編からではなく ，国民経済内部における生産力

発展あるいは個別産業部門の発展 ・個別資本の生産力発展は，国民経済を越え

て外国市場を求めることになる。すなわち外国貿易の必要性の第２の原因によ

る外国貿易である。このように世界市場 ・国際的分業関係と国民経済との関係

は， 相互に規定する関係であって一方の要因のみて外国貿易の必要性を論じて

はならないということである。第３の外国貿易の原因は「逆の不均衡」による

ものであるとしているか，この原因もすくれて世界市場 ・国際的分業関係と国

民経済との相互規定的な関係であることを示している 。

　国際的分業は，外国貿易との関連で論じられるべき性質の問題でそれ独自が

論理的な対象になるものではない。なぜならば国際的分業は，国際的分業関係

があるかどうかは顕在的な外国貿易によっ て明らかにされるのである。国際的

分業は，資本主義の発展の過程の中でどのように形成され，国民経済の再生産

にどのような影響を及ぽしたのかということが対象になる。すなわち国際的分

業が資本主義の形成においてどのような役割を演じたのか，国際的分業を通じ

て国際的商品交換＝外国貿易がどのようにおこなわれるようにな ったのか，ま
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た外国貿易を通じて国際的分業がどのように再編されるようにな ったのか，国

民経済における生産力の発展 ・杜会的分業の変化がいかにして外国市場を求め

るようにな ったのかを明らかにするのが課題である。したがって外国貿易と国

際的分業の関係は，国際的分業があ って外国貿易が行われるということになる

が， 国際的分業がいかにして形成されるかといえぼ，主として外国貿易を通じ

てであって両者は原因と結果の相互関係にある。外国貿易か国際的分業を形成

し， 国際的分業の存在によっ て外国貿易が行われるという関係にある。外国貿

易の必要性の理論は，資本主義にとっ てなにゆえ外国貿易が必要か，あるいは

外国貿易の原因は何かということを明らかにすることであ った。国際的分業の

理論は，国際的分業はとのように形成され，具体的外国貿易としてとのように

現れるのか，あるいは国民経済の構造 ・生産力にどのような影響を及ぽすのか

を明らかにするということである。国際的分業と外国貿易の関係は，相互に原

因と結果の関係を意味しているというのは以上のことからである
。

　国際的分業と外国貿易の関係は，古くは帝国主義 ・資本主義宋主国と植民地

・従属国との関係において典型的に現れた。植民地 ・従属国が帝国主義 ・資本

主義宋主国によっ て， 再生産構造が変えられ，帝国主義のための原材料供給地

あるいは食料供給基地に変えられたことである。この国際的分業関係によっ て，

外国貿易が行われたということになる。第２次世界大戦後の日本は一時アメリ

カによっ て支配されるという状況があ った。いわぼ戦後日本の再生産はアメリ

カとの関係によっ て規制を受けたのであ った。アメリカの支配に基づく経済構

造の再編，国際的分業関係の形成は日本の外国貿易を戦前とは異な った構造を

形成したのであ った。しかしこうして形成された日本貿易も１９７０年代に入ると

大きな構造転換がなされるようになる。外国貿易 ・国際的分業がアメリカの対

日支配によっ て形成されるのではなく ，むしろアメリカの世界市場支配の低下 ，

日本の生産力発展の結果などによっ て変化するようにな ってきている。したが

って今日の外国貿易　国際的分業分析においては，具体的 ・実証的分析を通じ

て， 国際的分業理論と外国貿易の必要性の理論の検証をはからなげれぼならな

いであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５２）



　　　　　　　現代日本の対外経済関係分析についての覚え書き（岩田）　　　　　　７

　３）国際的価値と国際価格

　外国貿易および国際的分業は，国民経済内部の経済構造，世界市場の構造と

の関連で行われるのであるが，さらに国際的商品交換を媒介する契機を考察し

なけれぼならない。たとえぼ国民経済内部において不均衡に発展した産業部門

あるいは個別資本の存在があ ったとしても ，それは外国貿易が行われる可能性

を示しているにすぎない。現実的に外国貿易が行われるためには別の契機を見

いださなげれぼならないであろう 。すなわち外国貿易＝国際的商品交換が行わ

れる場合の契機あるいは基準のことである。交換の契機あるいは基準となる論

理か国際的価値の問題である 。

　国際的商品交換が行われる基準としての国際的価値は，国際的経済関係にお

いては具体的には国際価格として現象している。したがって国際価格の背後に

ある関係は何かということになれぼ，それは国際的価値の問題であるというこ

とになる。それでは国際的商品交換において何故国際的価値が問題になるかと

いえぼ，国際的価値の現象形態である国際価格は，国際的経済関係におげる国

際的競争関係の具体的形態であるからである。そこから国際的商品交換の基準

となる国際的経済関係は国際的価値の問題であるということになる。国際的価

値は国民経済における価値規定を前提として，世界市場においては国民経済に

おける価値規定とは異な った価値規定が行われるということを明らかにすると

いう論理である。国民経済とは異な った価値規定が行われるということをマル

クスは，価値法則のモデイフィケーショ１／ として説明しようとしたのであ った 。

　価値法則のモデイフィケーションの問題は，各国民経済の価値規定がそれぞ

れに異な っていることから，一定の基準で各国民経済の国民的価値を統一する

論理を説明するものである。国民経済は，労働の熟練および強度，その他の生

産諸条件は杜会的 ・平均的に与えられている。杜会的生産の発展度合いの異な

る， また杜会的 ・平均的労働の性格の異なる世界市場においては，各国民経済

の価値規定を統一する必要が生じる。その論理が価値法則のモデイフィケーシ

ョンである。価値法則のモデイフィケーションにおいては，第１に労働の強度

の国民的相違による問題，第２に，労働の生産力の相違による問題，第３に ，
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労働の強度と生産性の両者にもとつく問題，第４に，貨幣の相対的価値の国民

的相違と労賃の名目的 ・実質的相違の問題を明らかにするという課題かある
。

たとえば労働の生産力に関する問題では，国民経済内部では労働の生産力の増

大は使用価値量を大きくするが生産価値量は変わらない。しかし国際間におい

ては国民経済内部での価値法則の展開と異な って，国民的労働の生産力の相違

は， 国際間における労働の強度の相違と同様に単に使用価値量の相違だけでな

く国際的価値量にも影響を及１ます。国民経済内部ては労働生産力の増大は使用

価値量の増大，価値量不変という価値法則の基本か，国際間では使用価値量も

価値量も増大するとみなされるのてある。この労働生産力の増大は，国際間て

は労働の強度の相違による価値法則のモデイフィケーシヨ１／として換算される

ということてある。資本主義生産の発展した国民経済における労働生産力の上

昇は，商品１単位あたりの労働は小さいのであるが国際間では労働の強度の大

きい労働として換算され，国民経済の労働よりもヨリ大きい労働として，価値

の大きい労働としてみなされるということになる。したがって資本は，外国市

場に進出するために国際的競争力を増大しようとする。すなわち資本は労働強

度の増大と労働生産力の増大をめさすのてある。ここて問題になる労働生産力

は， 個別的労働生産力であ って国民的労働生産力ではない。国民的労働生産力

は，一国内の商品の価値の大きさを規定するのに大きな影響を及ぽすが，国際

的には個別商品の価値の大きさが問題になるのである。したがって国際間では

国民経済の全資本の平均的生産力水準を問題にしても意味を持たない。国際的

商品交換に登場する，あるいは外国市場を求めようとする資本にとっ ては労働

生産力の国際的比較か問題になるのである。労働生産力の国民的相違という問

題は，国際的商品交換に登場する，あるいは登場しようとする産業部門 ・個別

資本の労働生産力が比較の対象になるのである 。

　国際間にあっては労働生産力の高い個別資本は，商品の価値を国民経済内と

は異なってそれだげ大きな国際的価値をもつものとして換算される。大きな国

際的価値として換算されるというのは，国際間にあっては国民的価値以上に換

算され，それだけ多くの貨幣を獲得できるということを意味している。国民経
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済内部では取得することができなかった国民的価値以上のものを国際的商品交

換によっ て取得するということで，この国民的価値以上の価値を国際的剰余価

値と名付ける。国際間ではこの国際的剰余価値の取得のために労働生産力の増

大をはかろうとするのである。労働強度の増大は，使用価値の増大とともに価

値量も増大するのであるから，国際的剰余価値の取得ということにはならない 。

しかし国際間ては産業部門間およぴ個別資本間の国際的競争かおこなわれてい

る。 その競争は顕在的 ・具体的には国際価格として現れるのであるか，内実は

労働生産力の増大およぴ労働強度の増大てあろう 。労働の強度の増大の中には ，

労働日の延長あるいは労働時間の延長などがある。労働日の延長，労働時間の

延長なとのいわゆる絶対的剰余価値の増大は　般的には生産力の遅れた国てと

られる政策である。あるいは生産力の遅れた国においては，絶対的剰余価値の

取得のための政策とともに，賃金の絶対的切り下げなども行われる。このよう

にして国際的競争力の向上をはかろうとするのである。外国貿易は生産力の発

展した国あるいは生産力の発展した産業部門 ・個別資本だげでなく生産力の遅

れた国の産業部門 ・個別資本においても輸出価格を国民的価値以下にまで引き

下げることによっ て， 外国市場に進出することが可能になるのである 。

　国際間にあって国際的価値の実体となるのは，各国民経済の労働である。し

かし各国民経済の労働はそれぞれ国民的性格を持っており ，共通の尺度で換算

されるということが行わなげれぼならない。それが価値法則のモデイフィケー

ションであ ったが，世界市場における国際的価値の実体は，各国民経済の国民

的労働と区別するために世界的労働と名付ける。したがって国際的価値の実体

は， 世界的労働であるということができる。それでは国際的価値の大きさは何

で計るのかといえば，世界的労働の量ということができる。世界的労働の量と

いうのは，時間である。国民経済内部における価値の量は労働時間すなわち杜

会的 ・平均的労働時間の量によっ てはかられるが，国際間にあ っては国民経済

内と異な って国際的商品の大きさは世界的 ・平均的労働時間ではかられる。そ

こで世界的労働の単位となるのは，各国民経済の労働強度の平均をもっ た労働

である。それを世界的労働と名付け国際的価値の量をはかる単位とするのであ
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る。 国際的価値の大きい労働とは，世界的労働の量が大きい労働ということに

なる。国際的価値の問題は，国際間において各国の国民的価値がどのようにし

て較量されるのかという問題だげでなく ，国際的価値の実体および国際間で行

われる価値の移転の問題を明らかにするという課題があるのである
。

　国際的価値の理論において問題の一つは，国際的商品交換のなかに価値の移

転があるかどうかということである。たとえぼマルクスは『剰余価値学説史』

のなかで富国の１労働日と貧国の３労働日との交換においては富国が貧国を搾

　　　　　　　　　　　　　　　１）取することがあると ，述べている。搾取の概念は直接的生産過程において生産

手段の所有者が直接生産者たる労働者の労働の成果を無償で取得することであ

る。 ところが外国貿易は国際間での商品交換を対象にするのであって国際間の

直接的な生産過程を対象にするのではない。すなわち外国貿易＝国際的商品交

換は，国際間における商品の流通過程を意味しているのである。流通過程にお

いては，剰余価値は生まれない。したがって外国貿易における価値の移転の問

題は，搾取　般の概念で説明するのてはなく２国におげる生産関係の問題とし

て捉える必要がある。そこで国際間における価値の移転の問題は，国際的価値

通りの交換が行われているということを前提にして論理が説明されなければな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）らない。その論理が国際的特別剰余価値の成立の問題である。国際的特別剰余

価値は，国際間における労働生産力の相違に基づいて生じる問題である。労働

生産力の発展した産業部門あるいは個別資本は，国際的商品交換を通じて国際

的特別剰余価値を取得することが可能になる。生産力の遅れた国では国際的特

別剰余価値を負担するということになる。そこから外国貿易＝国際的商品交換

は生産力の発展した国は有利であるという結論を導き出すことができる 。しか

し生産力の遅れた国では常に国際的特別剰余価値を負担し，国際的商品交換を

行えば行うほど富が移転してしまうのかというと ，そうにはならないのである 。

遅れた国の資本は，労賃の価値以下への切り下げ，労働日の延長，労働強度の

増大，あるいは不変資本諸要素の低廉化などを行うことによっ て国際的競争力

を高めようとする。その結果，遅れた国の資本でも外国貿易において利益を得

ることが可能になる。また遅れた国においても外国貿易を通じて使用価値量
，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５６）



　　　　　　　現代日本の対外経済関係分析についての覚え書き（岩田）　　　　　１１

使用価値種類の増大およひ杜会的労働の節約ということか可能であり ，その限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
りては外国貿易は資本主義の進歩的側面を現している 。

　今日の日本の対外関係においてとくに商品輸出における原因の分析において

は， 世界経済の構造変化の分析はもちろんのこととして，国際的競争関係の変

化からも論じなけれはならないであろう 。日本の飛躍的な国際的競争力の上昇

の原因はなにか，あるいはアメリカ ・西 ヨーロヅパにおける生産停滞の原因は

なにかなどの多面的分析を必要としよう 。また世界市場に出て行くために国際

的競争力を高めるための労働生産力の上昇をはじめ，労働日の延長，労働強度

の増大，労賃の価値以下への切り下げなどの措置が講じられてきたのであ った 。

さらに輸入の面においては，発展途上国からの一次産品輸入が，製造業製品の

価格よりも相対的に安価であったことなどは，日本の外国貿別こ有利にはたら

いたことになる。日本と発展途上国との外国貿場はいわゆる不等価交換が行わ

れていたということになる。この発展途上国との外国貿易に依存する比率が高

かっ た日本は，それだけ貿易における脆弱性を明らかにしたことと同時に他方

では日本資本の蓄積に貢献し生産力の発展を促したということにもなろう 。し

たかって国際的競争関係の分析あるいは発展途上国との関係の分析においては ，

国際的価値論を基礎におかなけれぼならないということである 。

　　１）Ｋ．Ｍａｒｘ，Ｔｈｅｏｒｉｅｎ　ｕｂｅｒ　ｄｅｎ　Ｍｅｈｒｗｅｒｔ，Ｋａｒ１Ｍａｒｘ－Ｆｒｉｅｄｒｉｃｈ　Ｅｎｇｅ１ｓ　Ｗｅｒｋｅ ，

　　　Ｂｄ ．，

２６，３Ｔ
ｅｉ１

，ｓ．１０１．邦訳『剰余価値学説剋『マルクス ・ユンゲルス全集』大

　　　月書店，第２６巻ｍ ，１３２べ 一ジ 。

　　２）国際的剰余価値成立のメカニ ズムに関しては，次を参照されたい 。

　　　　拙著『増補国際経済の基礎理論』法律文化杜，１９９１年，１０６－１１２べ 一ジ 。

　　３）最近の国際的価値論研究については次を参照 。

　　　０　国際的価値論の全般的方法については

　　　　　中川信義「世界市場 ・世界商品 ・世界労働（Ｉ）」『季刊経済研究』大阪市立

　　　　大学，第１２巻，第１号 。

　　　　　木下悦二「国際価値論の課題（Ｉ）」『経済学研究』九州大学，第４７巻，第５ ・

　　　　６号 。

　　　　　市場価値論の国際的価値への直接的適用を試みようとする方法またはそれに

　　　　理解を示すものは

　　　　　佐 々木隆生「国際価値論序説」『経済学研究』北海道大学，第３９巻，第２号 。
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　　　佐藤秀夫「Ｆ・Ｄ・グレアムの国際価値論」『アルテス ・リベラレス』第４６号 。
　　　　市場価値論と国際的搾取について論じたものは

　　　　岡田　清「国際的商品交換と市場価値論」『商学論纂』第３１巻，第２号 。

　　＠　国際的価値の実体と世界市場との関連を論じたのは

　　　　増田清人ｒ世界的価値と不等価交換」『杜会労働研究』第３７巻，第２号 。

　４）外国為替相場と国際的価値 ・外国貿易

　外国貿易：国際的商品交換は，各国民経済におげる外国貿易の必要性 ・世界

市場 ・国際的分業の状況によっ て行われるのであるが，その背後には国際的価

値の問題があ った。しかし国際間において商品は，価値を生身の形で表してい

るのではない。国際間において商品の価値は，国際価格という形態をとる。国

際価格は呵によっ て表されるかといえぼ世界貨幣あるいは国際通貨によっ てで

ある。世界貨幣は，世界市場においては国際的商品の　般的価値尺度として機

能する。さらに世界貨幣は一方的購買手段および一方的支払手段としても機能

する。ここでの世界貨幣は，地金状態である。したがって商品の国際的価値は ，

金の一定重量て表されるということになる。金本位制とくに金貨流通の段階で

は， 各国民経済の通貨は，国際間では単なる通貨名としての意味しかもたない

のである。ところが現実の外国貿易においては，国際価格はある国の国民的通

貨で表示されている。たとえぼドルとかポノドとかの国民的通貨である。国際

間の取引においてすべての国民的通貨が使用されるかといえぼそうではない
。

国際価格を表示することができる国民的通貨は，世界貨幣の一定の機能を代位

できるものでなくてはならない。イギリス ・ポンド，アメリカ ・ドルは，資本

主義の歴史において国際通貨としての地位を獲得した国民的通貨である。外国

貿易における国際価格は，国際通貨もしくは国民的通貨で表示されるのである

が， 国民的領域に入り込むときには再びその国で使用される国民的通貨で表示

されなけれはならない。その基準になるのが両替相場てある。国民的通貨の代

表する金量は，両替を通じて換算されるということになる。さらに資本主義の

発展は，国際間の取引において商業信用が利用される。国際間の商業信用すな

わち国際的商業信用が発展する。国際的商業信用の国内での取引形態が外国為
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替取引である。外国為替取引において外国為替手形と国民的通貨との売買の際

に生じるのが外国為替相場である。この外国為替相場を通じて国際価格は国民

的通貨に換算されるということになる。外国為替相場は各国民的通貨の代表す

る金量と金量との交換比率を基準として変動する。国家か価格の度量基準の引

き下げを行わないかぎりにおいては，国内価格と国際価格との関連は外国為替

相場を通じて一定の関係があるということになる。この外国為替相場を通じて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）貨幣の相対的価値の相違の関係も導き出すことが可能になろう 。

　現実の国際的競争は，国際価格を前提にして行われている。世界市場では各

国民経済の諸資本は国際価格の動向によっ て商品輸出が可能であるかどうか ，

あるいは輸入した方が有利であるかどうか判断する。その基準となるのが国際

価格であるが，諸資本はさらに費用価格を基準としている。諸資本は生産した

商品を国内であれ外国であれ，販売価格と費用価格の差額を個別利潤として取

得する。したがって諸資本にとっ ては，取得可能な利潤が国内と外国ではどち

らか大きいかによっ て， 国内市場で販売するか外国市場て販売するかの選択か

はかられることになる。　般に資本主義の発展している国においては，労働生

産力は高く労働強度も高い。しかし労働生産力が高く労働強度も高いからとい

って国内において多くの剰余価値を取得できるのではない。むしろ外国に輸出

したほうが多くの剰余価値を取得できる可能性がある。さきに検討したように

国際的剰余価値の取得の問題である。さらに多くの国際的剰余価値の取得をは

かるためには，労働生産力の一層の拡大と ，不変資本諸要素の低廉化，労賃 ・

地代 ・利子などを含めた費用価格を小さくすることが行わなけれぼならない 。

諸資本にとっ て外国市場に出ていこうとするならぼ，国際価格を基準として個

別費用価格の差がどれくらいあり ，利潤をどれくらい取得することが可能かと

いうことか問題になるのてある。ただし国際間ては国際的競争関係は激しいた

めに国際的価値どうりでの輸出は困難であるかもしれない。むしろ外国市場に

進出するためには国際的価値以下での輸出も行われるであろう 。この場合に諸

資本は国内での販売価格を高くするか，費用価格を低下させるか，あるいは輸

出奨励金を得るかなとの諸策かとられることになろう 。国際的競争関係か激化
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したとしてもある一国による世界市場の独占あるいは国際的独占によっ て世界

市場支配が行われることになれぼ競争は制限されるぼかりか国際価格も国際的

価値と乖離する場合カミ生じよう 。

　資本主義の発展した国においては，労働生産力の上昇も大きく ，生産手段生

産を中心とした産業部門では長期的には国民的価値も低下することになるであ

ろうが，農業部門あるいは労働生産力発展が小さい産業部門においては国民的

価値の低下カミはかられないぼかりか逆に国内においては価格上昇をもたらすこ

とになるかもしれない。資本主義の発展の遅れた国においては，労働生産力の

拡大もそれほど大きくないから国内における価値変動 ・価格変動も小さいであ

ろう 。したかって資本主義の発展の遅れた国においても外国市場に進出するこ

とが可能であるということになる。たとえば農業部門，労働集約的な産業部門

なとにおいては国際的競争上有利になることかあろう 。ただし外国貿易に登場

する資本は，国内のすべての資本が可能であるわけではない。個別資本によっ

ては競争力が高く国内において特別剰余価値の取得が可能な資本，生産力が低

く特別剰余価値を負担せざるをえない資本もある。しかし国内では競争力は低

いか国際間においては国際的競争力の高い産業部門としてみなされる場合かあ

る。 国内で競争力の高い資本は，国民経済内において特別剰余価値を取得して

おり ，必ずしも外国市場に進出しなけれぼならないということにはならない 。

国内での競争力は低いか世界市場ては，競争力の高い部門としてあるならは ，

たとえ国民経済内では特別剰余価値を負担しなけれぼならない資本も外国貿易

によっ て国内よりも高い剰余価値を取得することが可能になる。外国貿易を求

める資本は国民経済において最も競争力の高い資本である必要がないというこ

とである。場合によっ ては中小資本が外国市場を求め，大資本は国民経済の市

場を独占することもあろう 。しかしこのことは資本にとっ て国民経済市場が生

産拡大 ・蓄積の拡大にとっ て基本的な市場であるということを意味するもので

はない。資本の絶えざる生産の拡大 ・絶えざる市場の拡大を求める傾向はやが

て資本をして外国市場 ・世界市場に向かうことになるのである。こうして外国

貿易 ・国際的分業の形成は国民経済間の経済的関係なのであるが，個別資本の
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絶えさる生産の拡大 ・蓄積の拡大を求める傾向が世界市場 ・国際的分業関係の

再編を行っているのでもある 。

　第２次世界大戦後の日本の外国為替相場は，アメリカ ・ドルにリンクして表

示することにな った。ＩＭＦ体制といわれる国際通貨体制の下では，アメリヵ

・ドル以外には国際通貨として流通しうる国民通貨はなかったからである。い

わぼアメリカ ・ドルを強制的に使用させられたのであ った。イギリスを除いて

各国は，アメリカ ・ドルを基準とした外国為替相場すなわち自国貨建て外国為

替相場を採用した。それもドルに対しては固定相場であり ，自由に外国為替相

場を変動できるのではなかった。したがって各国は固定相場の維持を強制され

たのである。それはアメリカ ・ドルの国際通貨としての地位を守ることと共に

アメリカ以外には国際収支の黒字を維持することかできなかったからである 。

日本においても国際的競争力が弱く輸出産業部門の発展が遅れていたのである

から，固定相場を維持するということは多くの困難があったのである 。１９７１年

の「ニクソン ・ショッ ク」までは，日本は１ドル＝３６０円の固定相場を維持し

た。 しかしアメリカ ・ドルの地位の低下はやがて，ドルの切り下げを余儀なく

され，その後国際通貨体制は，変動相場へ移行することにな ったのである 。こ

の変動為替相場制への移行は，日本資本の対外経済関係を一層強化するという

方向に導いた。外国貿易，資本輸出の拡大などを通じて日本が世界経済 ・国際

的分業に与える影響が大きくな ってきたのである。同時に日本の円も国際通貨

としての地位を模索しつつあり ，再びアメリカ ・ドルを基軸とした国際通貨体

制の安定化は，依然として望みえない状況てある 。

　　１）外国為替相場の変動と国際価格の関係を論じたものとしては，次を参照 。

　　　　片岡　ヂ『国際通貨と国際収支』動草書房，１９８６年 。

　５）資本輸出と外国貿易

　世界市場におげる国際的分業関係は，国民経済間の外国貿易の具体的形態を

示すものであるが，さらに資本輸出を通じても形成される。資本輸出は産業資

本主義段階においては，世界市場 ・国際的分業関係を形成する基本的な契機て
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はなか った。産業資本主義段階における資本輸出は，系統的 ・大量的 ・構造的

な性格をもつものではなかったのである。資本輸出の可能性は，国民経済内で

の資本過剰の存在を必要とする。資本過剰の存在は，剰余価値すなわち国民的

利潤率以上の取得をめざして国境を越えて移動する。しかし産業資本主義段階

の資本過剰は，大量的 ・系統的 ・構造的なものとして存在したのではなく ，一

時的 ・個別的な性格のものであ った。したがって資本輸出は，独占資本主義段

階に最も特徴的に現れる性格を持つ国際的経済現象として位置づげることが必

要であろう 。

　資本輸出は，一国民経済から他の国民経済への資本の移動によっ て生じる問

題である。資本輸出の形態は，貨幣資本，生産資本，商品資本のいずれかであ

り， 目的は利潤の取得か利子の取得てある。利潤を生む資本の輸出は，　般に

利潤率の低い国から利潤率の高い国に，利子を生む資本の輸出は利子率の低い

国から利子率の高い国に移動する。利潤率，利子率の低い国は一般に資本主義

的生産力の発展した国，高い国は資本主義的発展の遅れた国である。したが っ

て資本輸出は資本主義の発展した国から資本主義の発展の遅れた国への移動か

特徴的であるが，その基本的性格は利潤生み資本であれ，利子生み資本であれ

外国で剰余価値を生むことに向けられた資本であり ，かつその取得された剰余

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
価値は本国資本によっ て自由に処分することが可能であるということである 。

外国で取得された剰余価値が自由に処分されるということは，果実を本国に送

金するだげてなく ，被投資国で蓄積したり再投資したり ，あるいは第３国への

投資などが本国資本の意のままにおこなわれるということを意味している 。

　資本輸出は資本過剰の存在を前提として行われることになるが，その資本過

剰は国民経済内あるいは個別資本において存在しなげればならないというもの

ではない。ここでの資本過剰は国民経済内であ っても個別的なものであ っても ，

さらには国際的な資本過剰であ ってもかまわない。資本は国民経済を越えて剰

余価値の取得領域を広げるために国際的な遊休貨幣資本の利用を行う 。国際的

遊休貨幣資本の利用のために国際的金融市場の整備も行われる。したがって資

本輸出の可能性は，国内であれ国際であれ資本過剰が存在し，その資本を利用
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できる構造が整備されているということが必要であるということになる。しか

し資本過剰の存在があれば資本輸出がおこなわれるというものではない。資本

過剰の存在は資本輸出の可能性を現したものにすぎない。資本輸出の必要性は ，

第１に諸国民経済間に利潤率 ・利子率の相違があるということである。諸国民

経済間における利潤率 ・利子率の相違は，資本輸出される時期が問題とされる

場合と ，将来的な期待利潤率 ・利子率を求める場合と二つの側面があるであろ

う。 したがって資本輸出は有利な投資先があれば，すなわち短期的であろうが

長期的であろうが，外国で国内よりも高い利潤率もしくは利子率を取得するこ

とができるということが条件である。利潤率 ・利子率が高く確実に剰余価値を

取得し得るのは植民地 ・従属国である。独占資本主義段階において植民地 ・従

属国の拡大 ・新たな取得をはかろうとするのは，これらの地域で確実に高い剰

余価値の取得を可能にするからである。植民地 ・従属国においては労賃 ・原材

料・ 地代なとか安価であるとともに政治 ・法 ・経済的主権を宋主国によっ て奪

われているがために，宋主国の資本にとっ ては最も安定した投資先となるので

ある。また個別資本にとっ ては国民的利潤率よりも個別利潤率を高めることが

当面の課題となるが，植民地 ・従属副こおいては本国よりも費用価格が小さい

ということが　般的である。この費用価格が本国よりも小さいということは
，

宋主国と植民地 ・従属国との関係のみならず，今日の多国籍企業の行動に見ら

れる。たとえは多国籍企業は先進資本主義国間の相互投資という現象が特徴的

である。この多国籍企業の問題は，先進資本主義国相互間の関係においても国

民的利潤率よりも費用価格の問題すなわち個別利潤率を高めることが問題にな

るということを示している 。

　資本輸出は，利潤率 ・利子率が被投資国において仮に高かったとしても ，市

場の制限あるいは資本輸入の制限などがある場合，さらには労働力の確保など

に制限がある場合などにおいては，資本は投資を行わないであろう 。資本は有

利な投資場所および投資に必要な資本の調達が可能であるということが，資本

輸出の第２の要因となることである。また個別資本にとっ ては資本の調達が可

能ということ ，すなわち資本過剰の存在か国内に大量の遊休貨幣資本が存在し
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ているか，あるいは国際的規模での遊休貨幣資本の存在と調達可能な国際金融

市場か存在していることか必要てある。したかって資本輸出の要因を別の表現

をすれは各国民経済間において利潤率およひ利子率の国民的差異かあり ，被投

資国に有利な投下場所と条件か存在し，さらに国内　国際を問わず遊休貨幣資

本の存在があり ，その遊休貨幣資本を利用できる諸条件が整っているというこ

とである 。

　資本輸出の問題では，輸出という側面からのみ考えてきたが，資本の輸入と

いう側面からも考察する必要がある。資本輸出は外国で直接的に剰余価値の取

得を目的としている。しかし資本は資本輸出のみならず同時に資本の輸入も行

っている。国内において大量の遊休貨幣資本の調達か不可能な場合，国内より

も外国から資本を調達したほうが利子率などにおいて有利な場合，資本は外国

から資本を輸入するであろう 。たとえば外債の発行，株式 ・杜債の発行などを

通じて資本輸入を行おうとするであろう 。この資本輸入は従来の「資本輸出

論」の考察において欠如していた側面である。また個別資本 レベルだけでなく

国民経済単位での資本輸入も存在する。発展途上国の多くの国において行われ

てきた国家債務あるいはソ 連・ 東欧諸国の債務などは，個別資本だけの問題で

はなく国家単位の資本輸入の問題である。これらの諸国においては国家を媒介

にして資本輸入，借金政策を行ってきたという経緯がある。もちろんその背後

には１９７４－５年世界恐慌以来の大量のドル過剰という現象および先進資本主義

諸国における過剰資本の存在があったということを否定するものではない 。

　１９８０年代に入って日本資本は，海外現地生産を急速に拡大してい った。日本

資本はそれまでの外国貿易を主体とした対外経済関係から，資本輸出 ・海外現

地生産を主体とした対外経済関係への転換である。日本資本は，外国貿易から

多国籍企業的展開を志向したのである。日本資本は，１９６０年代後半から海外現

地生産を行ってきたか，それは繊維産業，家電部品なとのいわは低労賃を利用

した労働集約的あるいは資源開発型ともいわれる産業部門での現地生産であ っ

た。 したかって進出国も東南アソアを中心とした発展途上国に集中していた 。

しかし１９８０年代におげる多国籍企業的展開は発展途上国からアメリカ ・西 ヨー
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ロソハ先進資本主義国への進出に特徴かある。先進資本主義国での現地生産は ，

発展途上国と異な って必ずしも低労賃の利用を目的にしたものではなく ，高度

技術を背景にしての市場拡大なとか目的にな っている。さらに先進資本主義国

への現地生産の拡大は巨大資本のみならず，中小資本も進出しているという特

徴がある。こうした日本資本の現地生産の拡大傾向は，外国為替相場の「円

高」基調，大量の資本過剰，発展途上国の債務の増大なとの種 々な要因が重な

りあ ってのものである。現代の日本の対外経済関係を考察する場合，この資本

輸出の問題を具体的 ・実証的に明らかにするとともに，世界経済 ・国際的分業

および経済構造にどのような影響を及ぽしているのかを解明することが必要で
　　２）
あろう 。

１）　 ヒルファ ディング『金融資本論』岡崎次郎訳，岩波文庫版，下，７０べ 一ジ 。

２）多国籍企業の問題を従来の資本輸出論：資本過剰論の方法からではなく ，「産

　業組織論」的アプ ローチの方法から解明しようとする考え方もある。次を参照 。

　　佐藤定幸『多国籍企業の政治経済学』有斐閣，１９８４年 。

　多国籍企業は資本過剰論，産業組織論的アプ ローチからではなく ，「危機の産物」

　として捉えようとする考え方も出されている。次を参照 。

　　ウラジミール ・アンドレーフ『現代の多国籍企業』藤本光夫訳，同文館，１９９０

　年 。

　６）国際的技術移転と外国貿易

　外国貿易 ・国際的分業の彬成，発展と関連する国際的経済関係の問題に国際

的技術移転かある。技術は　般に生産体系 ・労働体系の一部として位置つけら

れるのであるが，国際間における技術移転は，生産体系 ・労働体系の一部とし

てのものだけでなく ，いわゆるノウハウ ，商漂権，特許などの直接労働手段の

体系として表れないものも含んている。国際的技術移転は，　般に個別資本間

の経済的関係として生じるのであるが，その目的は個別資本間におげる提携 ・

支配，あるいは市場独占 ・生産支配などにある。また先進資本主義から発展途

上国への技術移転においては，発展途上国の安価な労働力の利用のみならず技

術の提供により先進国資本の実質的な支配を確立することが可能になる。国際
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的技術移転の問題では，多国籍企業の行動に典型的に現れているように生産体

系の国外への移転に伴って技術か移転する場合かある。今日の国際的技術移転

の特徴はむしろ資本の移動とりわけ国外での直接的生産活動の拡大にともなう

ものとしてある。多国籍企業による海外生産の拡大は，技術優位を背景に国際

的な生産独占 ・市場独占そして技術独占を確立しようとするのである。したが

って国際的技術移転による国際的経済関係の問題は，単に技術の移動の問題と

してのみ位置つけるのてはなく ，生産の国際的展開の問題，市場の拡大の問題 ，

新たな発展途上国の支配の問題などとして位置づけなくてはならない。さらに

今日の資本の行動の中で特徴的なことは，生産の国際的配置の問題，市場の拡

大の問題，短期資本の投資の問題，為替投機の問題なとにおいていかに早い情

報を得るかということか課題とな っている。国際的技術移転の問題においても

情報は重要な要素として考えて行かなげれぼならない課題であろう 。

　７）援助と外国貿易

　外国貿易 ・国際的分業の発展にとっ て重要な国際的経済関係の問題の一つと

して援助 ・贈与がある。援助は，公的援助 ・民間援助の２種類がある。援助に

は， 経済援助，軍事援助，技術援助がある。さらに経済援助は，有償援助と無

償援助に区分することかできる。最近日本の援助て増大しているＯＤＡは，有

償と無償の両者で有償の割合のほうが高い。援助の目的は第１に，輸出の拡大

である。援助は　般に先進国から発展途上国に行われることか多い。発展途上

国は援助を受けることによっ て， 先進国から商品輸入をしなけれぼならないよ

うな関係を強いられる。いわゆる「ひもつき援助」といわれるものである 。こ

の援助に基づく商品輸出は，国内の過剰生産物を与える場合もあるし，輸出す

ることによっ て外国市場の拡大 ・国内の生産力の拡大を可能にする。さらに発

展途上国への援助は，国際価格よりも高い価格での輸出を可能にする場合があ

る。 したがって援助は，輸出奨励金的性格を持っていることになる。発展途上

国への援助の第２の目的は，輸出の奨励のみならず発展途上国の道路 ・港湾 ・

鉄道 ・発電設備の建設なとの産業基盤，さらには学校 ・病院なとの杜会基盤の
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形成を通じて資本の現地生産を可能にする。このように援助は，輸出や現地生

産の拡大なとを可能にするか，同時に発展途上国の実質支配を可能にする。帝

国主義段階では植民地 ・従属国の維持のために援助や贈与がおこなわれていた

か， 第２次世界大戦後の今日では先進資本主義国は発展途上国を植民地 ・従属

国として維持することは不可能である。そこで植民地 ・従属国として維持する

形態から発展途上国の実質的な支配の形態の一つとして援助が重要な意味をも

ってきているのである 。

　今日の日本の援助は，アメリカを抜いて世界最大の援助副こなりつつある 。

目本はアメリカに代わって援助を通じた新たな世界市場 ・国際的分業の形成を

はかろうとしているのである。さらに最近では発展途上国のみならず，ソ 連・

東欧諸国にまて援助の増大をはかろうとしている。こうした援助は，ソ 連・ 東

欧の経済的混乱を利用しながら新しい市場開拓，あるいは原材料供給地として

位置づけようとする方策である。援助はいまや目本の世界市場進出にとっ て最

も重要な役割を果たそうとしているし，貿場の拡大，資本輸出の拡大にとっ て

の意義も大きくな ってきている 。

　８）労働力の国際的移動と外国貿易

　労働力の国際的移動は，移民 ・出稼ぎと資本 ・商品の移動に伴うものと二つ

に分類することができる。移民 ・出稼ぎなとの労働力の国際的移動は，　般に

資本主義の発展の遅れた国から生産力の発展した国への移動として行われる
。

あるいは国内における相対的過剰人口の創出にともない移民 ・出稼ぎとして
，

先進資本主義国，植民地などに移動する。植民地は原材料 ・食糧の供給地 ・販

売市場としての位置づけのみならず，相対的過剰人口の処理地としての位置づ

げも与えられる。かつてのアメリカ ，カナダ，オーストラリアなどはイギリス

の植民地として相対的過剰人口の処理地として重要な位置にあったのである 。

資本主義の外側に向かう傾向の一つが相対的過剰人口の処理地としての植民地

の必要性とな ったのてもある。ここての労働力の国際的移動は，帝国主義 ・資

本主義宋主国と植民地といういわぼ労働力の垂直的移動ともいうべき形態であ
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る。 外国貿易との関係あるいは現代の労働力の国際的移動はこの相対的過剰人

口の創出過程のなかで生じる労働力の垂直的移動だげてはなく ，先進資本主義

国間，先進資本主義国から発展途上国への移動，発展途上国から先進資本主義

国への移動など様々な形態が生じている。先進資本主義国から発展途上国への

労働力の国際的移動は，相対的過剰人口の存在の中で生じる側面からの問題と

して考えることかてきるか，先進資本主義国間およぴ発展途上国から先進資本

主義国への移動は，相対的過剰人口の存在とともに労働力を吸引する国の状況

も考慮されなければならない。先進資本主義国での労働力吸引は，現象的には

「労働力不足」から生じているようにみえる。しかし先進資本主義国での「労

働力不足」は，安価な単純労働力の不足という状況も示している。たとえぼ日

本における東南アノア諸国からの「出稼ぎ労働」の状況は，国内においてはパ

ートタイマーなどの安価な労働力に依存しながら同時にさらに安価な労働力の

確保が要求されている。ここては相対的過剰人口を抱えながら同時に東南アノ

ア諸国の相対的過剰人口を受け入れるということがおこなわれているのである 。

外国から安価な労働力を受げ入れるということは，国内の労働者の賃金を押し

下げる効果を持つとともに，景気循環におげる緩衝的効果ももっ ているのであ

る。

　労働力の国際的移動は，資本，商品および技術の移動に伴っても行われる 。

今日の世界経済の特徴の一つである多国籍企業による海外生産の拡大は，資本

の移動のみならず生産過程 ・労働過程の移動をも伴っている。また商品の販売

を海外にまで広げるために現地販売会杜 ・海外支店 ・駐在員事務所の設立など

を行う 。また今日では，商品生産，販売に伴う労働力の移動のみならず銀行 ，

証券，保険，不動産取引あるいは海外での情報収集のために労働力の移動を行

うということが特徴的にな っている。したがって今日の労働力の国際的移動は ，

相対的過剰人口の処理としての側面，安価な労働力不足からの労働力吸引の側

面， 資本 ・商品 ・技術などの国際的移動に伴う側面など多様化しているのであ

る。 そして労働力の国際的移動は資本主義的生産力の発展にともな って拡大す

る傾向にある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１６８）



　　　　　　　現代日本の対外経済関係分析についての覚え書き（岩田）　　　　　２３

　９）国際収支と外国貿易

　国際収支は国境を越えての貨幣の流れを示すものである。国際収支は国民経

済の商品，資本，サービスの国際間の流れを総称したものである。今日の国際

収支は　般にＩＭＦ方式という形態て表されている。ＩＭＦ方式ては国際収支は

経常勘定，資本勘定，金融勘定の大きな３つの勘定によっ て構成されている 。

経常勘定では商品の輸出入を計上する貿易収支，運賃 ・旅行 ・投資収益 ・政府

取引などの貿易外収支 ・移転収支がある。資本勘定では直接投資 ・延び払い信

用・ 証券投資 ・外債などの長期資本収支，１年以内の貿易収支 ・インバクトロ

ー１／などの短期資本収支によっ て構成されている。金融勘定では総合収支で表

された国際収支の状況がどのようにファイナンスされたかを表している 。

　国際収支は一国の国際的経済関係を表す指標ともな っている。国際収支を見

ることによっ て一国の外国貿易状況，資本輸出入状況，援助などの状況を捉え

ることが可能である。国際収支は国民経済の国際的経済関係を表す指標として

世界市場 ・国際的分業，国際金融との関係などを総合的に示すものである。国

際収支と国民経済との関係においては，たとえぼ外国為替相場は国際収支の支

払差額との関係で変動が生じる。国際収支の支払差額の変動が大きければ外国

為替相場の変動も大きく国際的商品交換に及ぽす影響も大きい。外国為替相場

の変動が大きければ，輸出入価格の変更を行わなげれぼならなくなる。輸出入

価格の変動は，個別資本の生産計画などに影響を及ぼすだけでなく ，国民経済

全体の再生産に及ほす影響も大きい。したかって国際収支の均衡をはかること

は， 貿易の拡大を可能にするぼかりか，国民経済の発展にも与える影響は大き

いということになる 。

　１９２９年世界恐慌は，列強間のブ ロック化傾向を引き起こしたが，同時にブ Ｐ

ツク間の為替切り下げ競争も招くことにな った。このブ ロック化傾向は，やが

て第２次世界大戦を勃発させる原因にもな ったのである 。ＩＭＦは，第２次世

界大戦を招いた一因であった為替切り下げ競争を事実上なくす目的があ った 。

１９７１年のいわゆるニクソン ・ショック前までのＩＭＦは，加盟国のｒ基礎的不

均衡」かあった場合を除いて対トル為替平価の変更は不可能てあ った。アメリ
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カ以外の国は「基礎的不均衡」を招かないように，すなわち国際収支の均衡化

をはかるための諸施策をおこな ったのであ った。各国政府は国際収支の均衡化

をはかることが国際的経済関係にとっ て最も重要な施策の一つであ った 。

　国際収支はどの国民経済にとっ ても均衡化が達成されるものではない。もと

もと国際収支は，不均衡が常態である。国際収支には，貿易，資本，サ ービス

などの項目がある。貿易が不均衡すなわち赤字の場合でも他の資本，サ ービス

なとか黒字であれは，均衡を達成することは可能であろう 。国際収支の均衡化

とは，国際収支を構成するすへての項目において均衡か要請されているのては

ない。しかし国際収支を構成する最大の項目は貿易収支である。したがって各

国民経済は基本的には貿易収支の均衡化を達成しようとするのである。貿易収

支の均衡化もしくは輸出超過をはかるために，国際的競争の強化をはかろうと

するのでもある。国際的競争の強化をはかることによっ て， 外国市場の拡大を

可能にするし，また現地生産の可能性も生じてくるのである 。

　国際収支の均衡化あるいは貿易の均衡化を達成することか資本主義国民経済

にとっ ては至上命令であるか，その達成は可能かといえか非常に困難であろう 。

一国民経済の国際収支の不均衡は，かならず別の国民経済の不均衡をともな っ

ている。また個別資本は，自らは均衡を達成することは不可能である。なぜな

らば個別資本は，国際的関係においては一方的な輸出者であ ったり ，逆に輸入

者であったりするからてある。国際収支の均衡の問題はあくまて国民経済総体

の問題であって個別資本 レヘルの問題ではないのである。しかし国民経済にと

っては国際収支の均衡化を達成することが，再生産の順調な発展にとっ て必要

であることから各国民経済は，国際収支の均衡化のための政策を講じざるをえ

なくな っているのである 。

　１０）国際経済政策と外国貿易

　資本主義にとっ て外国貿易は，必要なものでありまた外国貿易のない資本主

義は存在しない。外国貿易は資本主義にとっ て生産力発展の重要な契機になる

し， 外国貿易を通じて国民経済の再生産の構造を変換する契機ともな っていく 。
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したがって各国民経済にとっ ては外国貿易をどのように発展させていくかある

いはどのような諸施策を講じていくのかということは，資本主義の発展段階に

応じて，世界経済，他の国民経済の経済政策に応じて講じなけれぼならないの

である 。

　１５世紀半はから１８世紀にかけては　般に重商主義といわれる経済思想か支配

していた。資本の本源的蓄積を進めていくために重商主義者は，一国の富の本

質および増殖の研究をおこな ったのであ った。重商主義の政策も資本主義の発

展とともに内容が変わってい った。資本主義の確立に伴いその内容を変化せざ

るをえなかったのである。すなわち資本主義の発展は，世界市場 ・国際的分業

関係の変化が生じ，それに応じて対外経済政策も変化も要請されたのであ った 。

　資本主義の発展は，絶えざる市場の拡大 ・絶えざる生産の拡大を求め，貿易

においても自由貿易を志向してい った。しかし資本主義はやがて独占を生みだ

した。独占か支配する資本主義は，貿易においては自由貿易から独占のための

保護貿易へと変わってい った。それは独占のための生産拡大 ・市場拡大 ・利潤

確保のための貿場てあ った。独占は自由競争の中から生じたのであるか，その

自由競争を制限する政策を要求したのてある。したかって貿易においては保護

貿易を志向することとな った 。

　資本主義の発展期および独占の支配する段階においても貿易政策の主体は ，

国家にある。国家の政策は国民径済全体の象徴的性格を示しているように見え

るか，実体は資本主義的生産の維持てあり ，個別産業 ・個別資本なとの利益を

保護するものである。国家の対外経済政策において重要なものの中に外国為替

平価の設定がある。為替平価は，各国の価格の度量基準を基にして設定される

ものである。価格の度量基準は，国民経済 ・国家の政策決定のなかで恋意的に

行うことが可能な政策である。為替平価を切り下げる政策をとれぱ輸出業者に

とっ ては有利てあり ，輸出の増大はかりでなく国内の生産力を高めることか可

能になる。また為替平価の切り下げによっ て輸入は相対的に減少することにな

る。 為替相場の変動は，労働の生産性 ・労働の強度なとの価値変動のよる国際

的競争関係の変動とは異な った方法ての競争関係の変化てある。したかって為
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替政策は国際的競争関係を強制的に変更し得る国家の重要な対外政策というこ

とになる 。

　国家の対外政策のなかには，援助 ・贈与などの輸出奨励，産業基盤形成，発

展途上国の実質支配などがある。公的援助 ・贈与は国家財政などからの支出で

あり ，国民経済の総体の意思が反映されているような幻想を与えるものである
。

援助　贈与は，資本の対外進出 ・市場拡大が要請されるときなとにおいて増大

する。とりわげ独占資本主義の段階において援助 ・贈与は，増大する傾向にあ
る。

　貿易政策は，資本主義の発展度合いに応じて変化していくが，その主要な目

的は市場の拡大，輸出の奨励，輸入の制限なと国際的競争関係の変更をはかる

ためのものてある。貿易政策によっ て国際的競争から国内の資本を保護したり
，

外国市場への進出条件を整備したり ，あるいは外国の輸出 ・輸入制限を突破す

る政策も行われることになる。貿易政策は，独占段階においてさらに重要性を

増してくる。独占資本と国家が癒着するような資本主義段階になれは，貿易政

策自体が多様な形態をとることになる
。

　戦後日本の貿易政策の出発は，アメリカの事実上の占領下での管理貿易から

進められ，生産力の発展とともに貿易の自由化 ・資本の自由化などの措置がと

られてきた。しかし１９７４－５年世界恐慌以降先進資本主義諸国の対外政策は大

きく転換することにな った。いままでのアメリカを主体とする世界経済の枠組

みからアメリカ ，西 ヨーロッパ，日本のいわゆる三極構造ともいうべき体制へ

の転換である。それはアメリカの相対的地位の低下を西 ヨーロッパおよび日本

か補完するような形態ともいえる構造てある。それはまた通商摩擦，経済摩擦

に象徴されるようないわゆる保護主義的政策を招いたのでもある。とくに西 ヨ

ーロッバにおいては１９９２年にＥＣの経済統合を進展させようとしている 。この

ＥＣは「地域主義」の傾向もあり ，一面ではアメリヵからの自立を意味してい

るのでもある。こうした世界経済体制の変化と中で日本の対外経済政策は，日

本資本の海外進出 ・海外現地生産の拡大 ・新たな市場拡大なとの要求を補完す

るような内容をもっ てきている。また「環太平洋経済圏」などに代表されるよ
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うな市場拡大の方向性は，地域と全世界の両方を視野においた政策として追求

されている。さらには自由化プ ログラムの策定，日米構造協議などを通じて日

本国内の産業再編成を促進するような政策も進展しつつある。　　　（未完）

（１７３）


